
高経年化した発電用原子炉に関する安全規制の検討（第３回） 

令和４年 11 月 30 日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

 本議題は、第 51 回原子力規制委員会において、高経年化した発電用原子炉の

安全規制に関する制度設計の準備にあたって論点の整理を行うよう指示があっ

たことを踏まえ、整理が必要と考えられる論点のうち、運転開始後 30 年以降の

経年劣化に関する技術的な評価の内容について、委員間で討議を行うものであ

る。 

 

２．現行制度の概要 

（１）高経年化技術評価制度 

 高経年化技術評価では、30 年以降 10 年毎に、安全機能を有する機器・

構造物に対して、発生しているか、又は発生している可能性のある全て

の経年劣化事象の中から高経年化対策上着目すべき事象を抽出し、これ

に対する機器・構造物の健全性の評価（劣化予測等）を行い、現状の施

設管理が有効かどうかを確認し、同評価の結果に基づき追加すべき保全

策（長期施設管理方針）を策定している（参考１、参考２）。 

 高経年化技術評価の対象となる機器・構造物については、「発電用軽水型

原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」において安全機

能を有する構造物、系統及び機器として定義されるクラス１、２及び３

の機能を有するもの（浸水防護施設に属する機器及び構造物を含む。）並

びに常設重大事故等対処設備に属する機器及び構造物の全てとしてい

る。 

 経年劣化事象の中から高経年化対策上着目すべき事象として、 

・低サイクル疲労 

・中性子照射脆化 

・照射誘起型応力腐食割れ 

・２相ステンレス鋼の熱時効 

・電気・計装品の絶縁低下 

・コンクリートの強度低下及び遮蔽能力低下 

の６つの事象については必ず抽出すべき事象としている他、プラント毎

に発生するか又は発生が否定できない劣化事象かを評価し、プラントに

よっては照射誘起型以外の応力腐食割れ、配管減肉などが抽出されてい

る。経年劣化事象のうち、日常的な保守管理において時間経過に伴う特
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性変化に対応した劣化管理が的確に行われている経年劣化事象（日常劣

化管理事象）については、その発生・進展について評価した上で、高経

年化対策上着目すべき事象として抽出することを要しないとしている。 

 高経年化対策上着目すべき事象に対しては、プラントの運転を開始した

日から 60 年間までを期間として、劣化の発生及び進展（劣化予測等）を

評価し、機器・構造物の健全性の評価（健全性評価）を行っている。 

 健全性評価の例としては、60 年間の供用を仮定した原子炉容器、配管の

疲れ累積係数の算出、中性子照射脆化の予測、ケーブル等の絶縁特性低

下に係る環境認定試験の実施、コンクリートの中性化や塩分浸透の進展

評価等がある。 

 また、耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象については、経年劣

化（減肉等）を加味した機器・構造物の耐震安全性評価を行っている。 

 これら健全性評価や耐震安全性評価の結果等を踏まえ、必要に応じ、現

状の保守管理に追加すべき保全策を抽出し、今後 10 年間で実施すべき

保全策を長期施設管理方針として保安規定に記載している。 

 運転を前提とした高経年化技術評価については、原子力規制委員会発足

後これまで 10 件（30 年目 6件、40 年目 4件（※運転期間延長と同時認

可））の認可実績がある（参考３）。 

 

（２）運転期間延長認可制度 

 運転期間延長認可制度では、申請書に①申請に至るまでの間の運転に伴

い生じた原子炉その他の設備の劣化の状況の把握のための点検（特別点

検）の結果を記載した書類、②延長しようとする期間における運転に伴

い生ずる原子炉その他の設備の劣化の状況に関する技術的な評価の結

果を記載した書類（劣化状況評価書）、③延長しようとする期間における

原子炉その他の設備に係る施設管理方針を記載した書類の添付が求め

られている。 

 特別点検の実施項目は「実用発電用原子炉の運転期間延長認可申請に係

る運用ガイド」において、①原子炉容器の母材部等の点検、②原子炉格

納容器の塗膜状態の確認、③コンクリート構造物のコアサンプリングに

よる強度確認等と定められている（参考４）。 

 劣化状況評価書では、特別点検の実施結果を考慮した上で、60 年目まで

の技術基準適合性の説明がなされている。なお、劣化状況評価書の内容

は高経年化技術評価書と同じであり、施設管理方針についても高経年化

技術評価の長期施設管理方針と同じ内容となっている。 
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３．技術的な評価の内容の検討 

  新たな制度における経年劣化に関する技術的な評価の内容について、原子

力規制委員会において以下について討議いただきたい。 

 運転開始後 30 年超及びそれ以降 10 年以内ごとに行う技術的な評価（現行

制度で、30 年目、40年目、50 年目に実施する評価）について、現行制度

及びこれまでの審査経験なども踏まえ、どのように実施すべきか。 

 運転開始後 60 年目以降における技術的な評価については、利用政策側で

の運転期間の在り方の検討結果が明らかにならないと検討の必要性が判

断できない。仮に検討が必要な場合でも、40 年、50 年の時点における評

価の実績や劣化評価に係る技術的な知見の蓄積を基にする必要があるこ

とに加え、実際に技術的な評価を行うのは今から 10 年以上先になること

を踏まえ、別途検討開始のタイミングを判断してはどうか。 

 

 

 

 

○参考資料 

（参考１）高経年化技術評価書の内容／高経年化技術評価の評価フロー 

                             （４ページ） 

（参考２）実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド 

                          （５－２１ページ） 

（参考３）高経年化技術評価（運転前提評価）の認可実績   （２２ページ） 

（参考４）特別点検の点検項目           （２３－２４ページ） 

（参考５）高経年化した原子炉に係る安全規制制度（現行と今後の制度案） 

                            （２５ページ） 

（参考６）前回（第 51 回）原子力規制委員会の資料  （２６－５０ページ） 
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（参考１） 

高経年化技術評価の評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全機能を有する設備を評価の対象 

発生、進展が否定できない経年劣化事象

を抽出 

経年劣化事象の性状を把握し、60 年の供

用を仮定した健全性を評価 

通常の保全計画に加え、必要な高経年化

対策を長期施設管理方針として策定 

長期施設管理方針に基づく追加保全策を

実施 

高経年化技術評価及び高経年化

対策の妥当性を審査 

原子力規制検査で確認 

長期施設管理方針（保安規定）を認可 

高経年化技術評価書の内容 
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実用発電用原子炉施設における 

高経年化対策実施ガイド 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年６月１９日 

原子力規制委員会 

（最終改正：令和２年３月３１日） 
 

  

（参考２）
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核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。

以下「原子炉等規制法」という。）第４３条の３の２２第１項及び実用発電用原子炉の設置、

運転等に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７７号。以下「実用炉規則」という。）第８

２条の規定に基づく高経年化技術評価の実施及び長期施設管理方針の策定等、原子炉

等規制法第４３条の３の２４及び実用炉規則第９２条の規定に基づく保安規定認可及び変

更認可の申請書（同条第１項第８号ニ及び第１８号に関するものに限る。）並びにこれらに

関する手続について、以下のとおり示す。 

なお、上記の手続等に係る要件の技術的内容は、本規程に限定されるものではなく、実

用炉規則に照らして十分な保安水準の確保が達成できる技術的根拠があれば、実用炉

規則に適合するものと判断するものである。 

 

 

記 

 

 

１．用語の定義 

 

  1) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

 経年に伴い機器・構造物に性能低下を生じさせる事象を経年劣化事象とし、これ

による性能低下が、機器・構造物の長期間の供用に伴い、①急速に進展する、②発

現頻度が高まる（これまでの性能低下の発現が面的、量的に高まる状態）、③新た

に顕在化するなど、性能低下の予測からの乖離の発生が否定できない経年劣化事

象。 

 

  2) 高経年化技術評価 

 実用炉規則第８２条第１項、第２項及び第３項に規定する機器及び構造物の経年

劣化に関する技術的な評価をいう。具体的には、安全機能を有する機器・構造物に

発生しているか、又は発生する可能性のある全ての経年劣化事象の中から、高経

年化対策上着目すべき経年劣化事象を抽出し、これに対する機器・構造物の健全

性について評価を行うとともに、現状の施設管理が有効かどうかを確認し、必要に

応じ、追加すべき保全策を抽出すること。 

  

  3) 耐震安全性評価 

 耐震安全性に影響する可能性がある経年劣化事象については、評価対象機器・

構造物について経年劣化を加味して耐震重要度クラスに応じた地震力を用いた評

価を行い、評価対象機器・構造物の機能維持に対する経年劣化事象の影響を評価

すること。 

 

  4) 耐津波安全性評価 

 耐津波安全性に影響する可能性がある経年劣化事象については、評価対象機
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器・構造物について経年劣化を加味して基準津波による荷重（浸水高、波力等）を

用いた評価等を行い、評価対象機器・構造物の機能維持に対する経年劣化事象の

影響を評価すること。 

 

  5) 高温・高圧の環境下にある機器 

 運転中に作業員等の出入りが可能な場所において、高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象に起因して機器が損壊し、作業員等に火傷等を引き起こす可能性の

ある最高使用温度が９５℃を超え、又は最高使用圧力が１９００ｋＰａを超える環境に

ある機器（原子炉格納容器外にあるものに限る。）をいう。 

 

 

２．適用範囲 

 

   本ガイドは、以下の発電用原子炉設置者が高経年化対策として実施する高経年化

技術評価及び長期施設管理方針に関することについて、基本的な要求事項を規定す

るものである。 

 

  ① 高経年化技術評価の実施及び見直し 

  ② 長期施設管理方針の策定及び変更 

  ③ 長期施設管理方針の保安規定への反映等 

  ④ 長期施設管理方針に基づく施設管理 

   

   具体的には、高経年化技術評価及び長期施設管理方針に関しては、実用炉規則

第８２条の規定に基づく高経年化技術評価の実施及び見直し並びに長期施設管理方

針の策定及び変更、同規則第９２条第１項及び第２項の規定に基づく保安規定認可

及び変更認可の申請（同条第１項第８号ニ及び第１８号に関するものに限る。）、並び

に同規則第５７条の３の規定に基づく定期事業者検査の報告（同条第３項第３号ハに

規定する点検等の方法、実施頻度及び時期（以下「保全計画」という。）に関するもの

に限る。）に適用する。 

 

 

３.１ 高経年化技術評価の実施及び見直し 

  

 高経年化技術評価の実施及び見直しに当たっては、以下の要求事項を満たすこと。 

 

① 高経年化技術評価の実施体制、実施方法等プロセスを明確にすること。 

 

①を行うに当たっては、社団法人日本原子力学会 日本原子力学会標準「原

子力発電所の高経年化対策実施基準：2008」（AESJ-SC-P005:2008）（以下

「PLM 基準 2008 版」という。）の６．２ 実施手順及び実施体制を用いることが
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できる。 

 

② 高経年化技術評価の対象となる機器・構造物は、発電用軽水型原子炉施設

の安全機能の重要度分類に関する審査指針（平成２年８月３０日原子力安全

委員会決定。以下「重要度分類指針」という。）において安全機能を有する構

造物、系統及び機器として定義されるクラス１、２及び３の機能を有するもの

（実用炉規則別表第二において規定される浸水防護施設に属する機器及び構

造物を含む。）並びに実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び

設備の基準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第５号。以下「設

置許可基準規則」という。）第４３条第２項に規定される常設重大事故等対処

設備に属する機器及び構造物（以下「機器・構造物」と総称する。）の全てとす

ること。 

 

ただし、動的機能を有する部分については、通常の施設管理活動において、

材料等の経年劣化の影響から生じる性能低下の状況が的確に把握され、的

確な対応がなされている場合は、この限りではない。また、定期取替品及び消

耗品については、高経年化技術評価の対象部位から除外する。 

      

②を行うに当たっては、ＰＬＭ基準 2008 版の６．３．１ 評価対象機器及び６．

３．３．１ 部位・経年劣化事象の抽出を用いることができる。 

 

③ 高経年化技術評価においては、機器・構造物の運転実績データに加えて、国

内外の原子力発電プラントにおける事故・トラブルやプラント設計・点検・補修

等のプラント運転経験に係る情報、経年劣化に係る安全基盤研究の成果、経

年劣化事象やそのメカニズム解明等の学術情報、及び関連する規制・規格・

基準等の最新の情報を適切に反映すること。 

 

また、原子炉等規制法第４３条の３の３２の規定による運転することができる期

間の延長を行う発電用原子炉に係る運転開始後４０年を迎えるプラントの高経

年化技術評価には、当該申請に至るまでの間の運転に伴い生じた原子炉そ

の他の設備の劣化の状況の把握のために実施した点検（特別点検）の結果を

適切に反映すること。 

 

なお、運転開始後４０年を迎えるプラントの高経年化技術評価を行うに当たっ

ては、３０年時点で実施した高経年化技術評価をその後の運転経験、安全基

盤研究成果等技術的知見をもって検証するとともに、長期施設管理方針の意

図した効果が現実に得られているか等の有効性評価を行い、これら結果を適

切に反映すること。また、運転開始後５０年を迎えるプラントも同様とする。 

      

③を行うに当たっては、ＰＬＭ基準 2008 版の３ 最新知見及び運転経験の反
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映を用いることができる。 

 

④ 高経年化技術評価の機器・構造物に発生するか又は発生が否定できない経

年劣化事象を抽出し、その発生・進展について評価を行い、高経年化対策上

着目すべき経年劣化事象を抽出すること。 

 

ただし、高経年化技術評価の機器・構造物に発生するか又は発生が否定でき

ない経年劣化事象のうち、以下に示す事象のいずれにも該当しないものであ

って、日常的な施設管理において時間経過に伴う特性変化に対応した劣化管

理が的確に行われている経年劣化事象（以下「日常劣化管理事象」という。）

については、その発生・進展について評価を行い、高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象を抽出することを要しない。この場合、当該日常劣化管理事

象の劣化傾向監視等劣化管理の考え方、方法、計画及び実績を⑩の高経年

化技術評価書において明確にすること。 

 

・ 低サイクル疲労 

・ 中性子照射脆化 

・ 照射誘起型応力腐食割れ 

・ ２相ステンレス鋼の熱時効 

・ 電気・計装品の絶縁低下 

・ コンクリートの強度低下及び遮蔽能力低下 

 

④を行うに当たっては、ＰＬＭ基準 2008 版の６．３．２ 評価対象事象及び６．３．

３．１ 部位・経年劣化事象の抽出を用いることができる。 

 

⑤ 抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象について、以下に規定

する期間の満了日までの期間について機器・構造物の健全性評価を行うとと

もに、必要に応じ現状の施設管理に追加すべき保全策（以下「追加保全策」と

いう。）を抽出すること。 

 

イ 実用炉規則第８２条第１項の規定に基づく高経年化技術評価 プラントの

運転を開始した日から６０年間（ただし、⑧ただし書の規定に該当する場合

にはプラントの運転を開始した日から４０年間とする。） 

ロ 実用炉規則第８２条第２項又は第３項の規定に基づく高経年化技術評価 

プラントの運転を開始した日から４０年間に同条第２項又は第３項に規定す

る延長する期間を加えた期間 

 

中性子照射脆化に係る健全性評価及び追加保全策の抽出に当たっては以下

のとおりとすること。 
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原子炉等規制法第４３条の３の３２の規定による運転することができる期間の

延長を行う発電用原子炉に係る運転開始後４０年を迎える高経年化技術評価

においては、運転開始後３０年を経過する日から１０年以内のできるだけ遅い

時期に監視試験片を取り出し、監視試験を行うこと。なお、監視試験片の取り

出し時期は、試験等に要する期間（３年程度を目安）を考慮した上で、３．３①

ロの申請書の提出期限に最も近い定期事業者検査（原則として計画外の原子

炉停止によるものを除く。）の時期とすること。 

運転開始後５０年を迎える高経年化技術評価においては、運転開始後４０年

を経過する日から１０年以内の適切な評価が実施できる時期に監視試験片を

取り出し、監視試験を行うこと。 

また、加圧水型軽水炉について、これら監視試験結果に基づく健全性評価等

を行うに当たっては、以下の事項を反映すること。 

 

・ 監視試験片の中性子照射量に相当する運転経過年数を算出すること。

算出に当たっては当該年数が過大なものとならないよう、将来の設備利

用率の値を８０パーセント以上かつ将来の運転の計画を踏まえたより大

きな値を設定すること。 

・ 照射脆化の将来予測を伴わない実測データに基づく評価及び照射脆化

の将来予測を保守的に行うことができる方法による評価を行うこと。 

・ 原子炉容器炉心領域内表面から深さ１０ミリメートルの部位における破

壊靱性値を用いた加圧熱衝撃評価を行うこと。 

 

⑥ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象については、経年劣化を加味

した機器・構造物の耐震安全性評価を行い、必要に応じ追加保全策を抽出す

ること。 

 

実用炉規則第８２条第１項から第３項までの規定による高経年化技術評価に

係る耐震安全性評価は、規制基準（当該評価を行う時点後の直近の運転開始

以後３０年、４０年又は５０年を経過する日において適用されているものに限

る。）の要求を満たすことが確認された確定した基準地震動及び弾性設計用

地震動を用いた評価を行うこと。当該高経年化技術評価後に、当該評価に用

いた基準地震動及び弾性設計用地震動が見直された場合には、高経年化技

術評価を速やかに見直すこと。 

 

⑥を行うに当たっては、ＰＬＭ基準 2008 版の６．３．４ 耐震安全性評価を用い

ることができる。 

 

⑦ 耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象については、経年劣化を加

味した機器・構造物の耐津波安全性評価を行い、必要に応じ追加保全策を抽

出すること。 
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⑧ 高経年化技術評価は、発電用原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした

もの及び冷温停止状態が維持されることを前提としたもの（燃料が炉心に装荷

された状態のものを含む。以下同じ。）の各々について行うこと。 

 

ただし、以下のいずれかに該当する場合については、冷温停止状態が維持さ

れることを前提としたもののみを行うこと。また、イ以外の場合で、現に発生し

た大規模地震等による影響により長期停止することが明らかな場合について

は、冷温停止状態が維持されることを前提としたもののみを行うことができる。 

 

イ 現に発生した大規模地震等による機器・構造物への直接の影響が生じて

いる又はその有無の調査の実施のために、長期間停止することが明らかな

場合 

ロ 実用炉規則第８２条第１項又は第３項の規定に基づく高経年化技術評価

を行う場合で、運転開始以後３０年又は運転開始以後５０年を経過する日に

おいて、実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則

（平成２５年原子力規制委員会規則第６号。以下「技術基準規則」という。）

（同日において適用されているものに限る。）に定める基準に適合しないも

のがある場合 

 

⑨ 高経年化技術評価は、以下に例示する運転経験や最新の知見等を評価の条

件、評価方法に反映させ、速やかに見直しを行うこと。また、⑧ただし書の規

定に該当する場合において、同規定に該当する場合ではなくなった場合も速

やかに見直しを行うこと。 

 

・ 材料劣化に係る安全基盤研究の成果 

・ これまで想定していなかった部位等における経年劣化事象が原因と考

えられる国内外の事故・トラブル 

・ 関係法令の制定及び改廃 

・ 原子力規制委員会からの指示 

・ 材料劣化に係る規格・基準類の制定及び改廃 

・ 発電用原子炉の運転期間の変更 

・ 発電用原子炉の定格熱出力の変更 

・ 発電用原子炉の設備利用率（実績）から算出した原子炉容器の中性子 

照射量 

・ 点検・補修・取替えの実績 

 

また、運転開始後４５年を経過する日から１年以内、及び運転開始後５５年を

経過する日から１年以内に、上記に例示する運転経験や最新の知見等を評価

し、高経年化技術評価の条件、評価方法への反映の要否について確認を行う
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こと。 

 

⑩ 高経年化技術評価を実施又は見直しをした場合は、下記の事項を記載した書

類（以下「高経年化技術評価書」という。）を作成又は見直すこと。 

 

イ プラント概要 

ロ プラント運転実績 

ハ ３．３①に規定する期間に行う申請の時点において、技術基準規則（当該

申請を行う時点後の直近の運転開始以後３０年、４０年又は５０年を経過す

る日において適用されているものに限る。）に定める基準に適合していない

ものがある場合には、当該基準への適合に向けた取組及びそのスケジュー

ル（原子炉等規制法第４３条の３の３２の規定による運転することができる期

間の延長を行う発電用原子炉に係る運転開始後４０年を迎える高経年化技

術評価においては、設置許可基準規則第４３条第２項に規定される可搬型

重大事故等対処設備についても該当するものがある場合は記載すること。） 

ニ 発生した主な経年劣化事象 

ホ 主な補修・取替え実績 

へ 原子炉等規制法第４３条の３の３２第４項の規定による申請に至るまでの

間の運転に伴い生じた原子炉その他の設備の劣化の状況の把握のために

実施した点検（特別点検）の結果（運転開始後４０年を迎えるプラントの高経

年化技術評価を行う場合に限る。） 

ト 高経年化技術評価の実施体制 

・ 評価の実施に係る組織 

・ 評価の方法 

・ 評価の実施に係る工程管理 

・ 評価において協力した事業者がある場合には、当該事業者の管理に

関する事項 

・ 評価記録の管理に関する事項 

・ 評価に係る教育訓練に関する事項 

チ 高経年化技術評価の実施年月日 

リ 高経年化技術評価を実施した者の氏名 

ヌ 高経年化技術評価の個別実施手順 

ル 高経年化技術評価の対象とした機器・構造物 

ヲ 国内外の原子力プラントの運転経験の反映 

ワ 最新の技術的知見の反映 

カ 機器・構造物ごとに発生が否定できない経年劣化事象 

ヨ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

タ 健全性評価結果 

レ 健全性評価結果に基づいて補修等の措置を講じたときは、その内容 

ソ 現状の施設管理の評価結果 
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ツ 追加すべき保全策 

 

⑪ 高経年化技術評価書を作成又は見直すに当たっては、以下のとおりとするこ

と。 

 

イ ３.１④ただし書により日常劣化管理事象としたものについては、⑩ヨの事項

において、その理由（経年劣化事象の劣化傾向監視等劣化管理の考え方、

方法、計画及び実績）を記載すること。 

ロ 高経年化技術評価の実施又は見直しに当たって使用した文献類は、出典

を明確にすること。 

 

 

３.２ 長期施設管理方針の策定及び変更 

 

 長期施設管理方針の策定及び変更に当たっては、以下の要求事項を満たすこと。 

 

① 高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発電用原子炉の運

転を断続的に行うことを前提として抽出されたもの及び冷温停止状態が維持さ

れることを前提として抽出されたものの全て。）について、発電用原子炉ごとに、

施設管理の項目及び当該項目ごとの実施時期を規定した長期施設管理方針

を策定すること。 

 

なお、高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策について、発電用原

子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価から抽出されたものと冷温停

止状態が維持されることを前提とした評価から抽出されたものの間で、その対

象の経年劣化事象及び機器・構造物の部位が重複するものについては、双方

の追加保全策を踏まえた保守的な長期施設管理方針を策定すること。 

 

ただし、冷温停止が維持されることを前提とした高経年化技術評価のみを行う

場合はその限りでない。 

 

② 原子炉等規制法第４３条の３の３２の規定による運転することができる期間の

延長を行う発電用原子炉に係る運転開始後４０年を迎える高経年化技術評価

に伴い策定する長期施設管理方針については、上記の追加保全策から抽出

した項目にさらに３．１⑤に規定する運転開始後４０年を経過する日から１０年

以内の適切な評価が実施できる時期に監視試験片を取り出し、当該監視試験

片に基づき監視試験を行うことを加えること。 

 

③ 長期施設管理方針の適用期間の始期は、以下のとおりとすること。 
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イ 実用炉規則第８２条第１項の規定に基づき策定されたものについては、運

転開始後３０年を経過する日 

ロ 同規則第８２条第２項の規定に基づき策定されたものについては、運転開

始後４０年を経過する日 

ハ 同規則第８２条第３項の規定に基づき策定されたものについては、運転開

始後５０年を経過する日 

 

④ 長期施設管理方針は、高経年化技術評価の見直しの結果、追加保全策に変

更があった場合、速やかに変更すること。 

 

なお、高経年化技術評価の見直しの結果、追加保全策に変更がなく、長期施

設管理方針の変更の必要がないと判断した場合は、高経年化技術評価書に

おいてその理由を明確にすること。 

 

 

３.３ 長期施設管理方針の保安規定への反映等 

 

 長期施設管理方針に係る保安規定認可又は変更認可の申請に当たっては、発電用

原子炉ごとに、以下の要求事項を満たすこと。 

 

① 長期施設管理方針の保安規定への反映に係る申請は、以下の期間に行うこ

と。ただし、合理的な理由がある場合にはこの限りではない。 

 

イ 実用炉規則第８２条第１項の規定に係るものについては、運転開始後２８

年９月を経過する日から３月以内 

ロ 同規則第８２条第２項の規定に係るものについては、運転開始後３９年を経

過した日までで、かつ、原子炉等規制法第４３条の３の３２第４項の規定に

よる申請の当該申請日以降 

ハ 同規則第８２条第３項の規定に係るものについては、運転開始後４８年９月

を経過する日から３月以内 

 

② 変更された長期施設管理方針の保安規定への反映に係る申請は、当該方針

の変更後速やかに行うこと。 

 

③ 長期施設管理方針の始期及び適用期間を明確にすること。 

 

④ 長期施設管理方針策定の前提とした高経年化技術評価に係る３．１⑧に規定

する前提条件（「断続的運転及び冷温停止状態維持」又は「冷温停止状態維

持」）を明確にすること。 
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⑤ 実用炉規則第９２条第２項第２号に規定する添付書類（同規則第８２条第１項、

第２項若しくは第３項の評価の結果又は第４項の見直しの結果を記載した書

類）は、３.１に基づき作成された高経年化技術評価書とすること。 

 

ただし、機器・構造物のうち、重要度分類指針クラス３の機能を有するものであ

って、高温・高圧の環境下にある機器以外のものについては、長期施設管理

方針の策定又は変更の対象としたものを除き、３.１⑩チからツまでの事項の記

載を要しないものとする。 

 

また、高経年化技術評価の見直しを行った場合は、見直しをした事項以外のも

のの記載を要しないものとする。 

 

⑥ 実用炉規則第８２条第１項から第３項までの規定による高経年化技術評価及

び長期施設管理方針の策定に係る保安規定認可又は変更認可申請書につ

いては、その提出の時点後の直近の運転開始以後３０年、４０年又は５０年を

経過する日までの将来の見込み（同日において適用されている技術基準規則

に定める基準に適合させる見込み又は原子炉等規制法第４３条の３の３２第２

項の規定による認可の処分を受ける見込み（当該認可に係る延長する期間を

含む。））に基づき策定し提出すること。当該見込みの変更に伴い当該提出書

類の内容を変更する場合にあっては、直ちに補正すること。 

 

⑦ ①ロに規定する期間に行う申請の時点において、３．１⑩タに規定する健全性

評価結果の全ての評価結果を示すことができない場合には、実用発電用原子

炉の運転の期間の延長の審査基準（原管Ｐ発第 1311271 号（平成２５年１１月

２７日原子力規制委員会決定））２．の表の評価対象事象又は評価事項ごとに

その結果を追って申請の補正として示すことができる。この場合において、最

初の申請書には全ての評価結果をそろえるまでの取組及びそのスケジュール

を記載すること。なお、当該評価結果に関する長期施設管理方針について、当

該評価結果と合わせて申請の補正として示すことができる。 

 

 

３.４ 長期施設管理方針に基づく施設管理 

 

 長期施設管理方針に基づく施設管理に係る保全計画への反映等に当たっては、以下

の要求事項を満たすこと。 

 

① 保安規定認可又は変更認可を受けた長期施設管理方針に基づく施設管理の

うち、検査に該当するものについては、定期事業者検査として実施するものと

すること。 
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② 保安規定認可又は変更認可を受けた長期施設管理方針に基づく施設管理に

ついて、実用炉規則第５７条の３第２項、第４項及び第５項の規定に基づく原

子力規制委員会への提出の有無に関わらず、当該長期施設管理方針の始期

の前日までに以下を行うこと。 

 

・当該長期施設管理方針の始期が属する期間に実施するものとして定めた保

全計画への、当該期間内に実施する施設管理の反映。 

・当該長期施設管理方針の始期が属する期間に実施するものとして定めた保

全計画に反映された施設管理について、定期事業者検査を実施中の発電用

原子炉施設にあっては実用炉規則第５７条の３第４項に規定する書類、それ

以外のものにあっては同条第３項第６号に規定する評価に相当する評価の

結果を記載した書類への反映。 

 

③ ②を行う場合、別添様式の長期施設管理方針実施状況総括表を作成し、長期

施設管理方針に基づく施設管理の実施状況を明確にすること。また、実用炉

規則第５７条の３第２項の規定に基づく報告書の提出又は同条第４項の規定

に基づく書類の提出を行う場合、作成した別添様式の長期施設管理方針実施

状況総括表を添付すること。 

 

④ 高経年化技術評価の見直しを行い、保全計画を変更する場合は、実用炉規

則第５７条の３第２項、第４項及び第５項の規定に基づく原子力規制委員会へ

の提出の有無に関わらず、当該見直しの結果を、定期事業者検査を実施中の

発電用原子炉施設にあっては同条第４項に規定する書類、それ以外のものに

あっては同条第３項第６号に規定する評価に相当する評価の結果を記載した

書類において明確にすること。 

 

 

附 則（平成２５年６月１９日） 

 1) 適用時期 

    このガイドは、平成２５年７月８日から適用する。 

2) 経過措置 

① 実用炉規則第８２条第１項から第３項までの規定による高経年化技術評価を行う場

合で、技術基準規則（当該評価を行う時点後の直近の運転開始以後３０年を経過す

る日又は以降１０年ごとの日において適用されているものに限る。）に定める基準に

適合しないものがある場合の、このガイド３．１⑥の耐震安全性評価については、発

電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成１８年９月１９日原子力安全委員

会決定。以下「耐震指針」という。）によるＳクラスの施設並びにＳクラスの施設に波及

的破損を生じさせるおそれのあるＢクラス及びＣクラスの施設については、耐震指針

による基準地震動Ｓｓによる評価を行うこと。 

② 原子力規制委員会設置法（平成２４年法律第４７号。以下「設置法」という。）附則第
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２５条第２項の規定の適用を受ける既設発電用原子炉（同条第１項に規定する既設

発電用原子炉をいう。以下同じ。）についてのこのガイド３．１⑧の適用については、

「ハ 実用炉規則第８２条第２項第２号の規定に基づく高経年化技術評価を行う場合

（原子炉等規制法第４３条の３の３２の規定による運転することができる期間の延長

を行うものに限る。）  延長する期間を経過した日から運転開始以後５０年を経過す

る日まで ニ 実用炉規則第８２条第２項第２号の規定に基づく高経年化技術評価を

行う場合で、かつ、ハ以外の場合 運転開始後４０年を経過する日から１０年間」とあ

るのは「ハ 実用炉規則第８２条第２項の規定に基づく高経年化技術評価を行う場合

で、運転開始以後４０年を経過する日において、技術基準規則（運転開始以後４０年

を経過する日において適用されているものに限る。）に定める基準に適合しないもの

がある場合 運転開始後４０年を経過する日から１０年間」とする。 

③ 「実用発電用原子炉における高経年化対策に係る事業者からの保安規定変更認可

申請の時期について（指示）」（原管Ｐ発第１３０６１２１号（平成２５年６月１２日原子力

規制委員会決定）。以下「指示文書」という。）１．又は２．に該当する場合のこのガイ

ド３．３①の適用については以下のとおりとする。 

イ 指示文書１．に該当するものについてのこのガイド３．３①イの適用については、

「運転開始後２８年９月を経過する日から３月以内」とあるのは「原子力規制委員会

設置法附則第１条第４号に掲げる規定の施行日（以下「改正法施行日」という。）か

ら運転開始以後３０年を経過する日の６月前までの間」とする。 

ロ 指示文書２．に該当するものについてのこのガイド３．３①ロの適用については、

「運転開始後３８年９月を経過する日から３月以内で、かつ、原子炉等規制法第４３

条の３の３２第４項の規定により申請をする場合は当該申請日以降」とあるのは「改

正法施行日から運転開始以後４０年を経過する日の６月前までの間」とする。 

④ 設置法附則第２５条第２項の規定の適用を受ける既設発電用原子炉（同条第１項

に規定する既設発電用原子炉をいう。③ロに該当するものを除く。以下同じ。）につい

てのこのガイド３．３①ロの適用については、「運転開始後３８年９月を経過する日か

ら３月以内で、かつ、原子炉等規制法第４３条の３の３２第４項の規定により申請をす

る場合は当該申請日以降」とあるのは「運転開始後３８年９月を経過する日から３月

以内」とする。 

⑤ 原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規則の整備に関する規則（平

成２５年原子力規制委員会規則第４号）附則第１０条第４項の規定による原子炉等規

制法第４３条の３の２４第１項の規定による保安規定の変更の認可の申請は、以下

の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める期間に行うこと。  

イ 原子炉等規制法第４３条の３の３２第４項の規定による申請の日の前日までに、

原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規則の整備に関する規則附則

第１０条第３項の規定により読み替えて適用される実用炉規則第８２条第２項の規

定に基づき策定された長期保守管理方針の保安規定への反映に係る保安規定認

可又は変更認可の処分があった場合 原子炉等規制法第４３条の３の３２第１項の

発電用原子炉を運転することができる期間の満了前１年以上１年３月以内であって、

かつ、同条第４項の規定による申請をした日以降 
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ロ イに掲げる場合以外の場合 実用炉規則第８２条第２項の規定に基づき策定され

た長期保守管理方針の保安規定への反映に係る保安規定認可又は変更認可の

処分のあった日から起算して１月以内 

 

附 則（平成２５年１２月６日） 

 1) この規程は、平成２５年１２月１８日から施行する。 

 2) この規程による改正前の定期安全レビューに関する規定の適用については、この規

程の施行日以後初めて原子炉等規制法第４３条の３の２９第３項の規定による届出を

するまでの間は、なおその効力を有する。 

 

附 則（平成２７年１０月７日） 

 1) この規程は、平成２８年１月１日から施行する。 

 

附 則（平成２８年１１月２日） 

 1) この規程は、平成２８年１１月２日から施行する。 

 

附 則（平成２９年９月２０日） 

 1) この規程は、平成２９年９月２８日から施行する。 

 

附 則（令和２年３月３１日） 

 1) この規程は、この規程は、原子力利用における安全対策の強化のための核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律（平成２９

年法律第１５号）第３条の規定の施行の日（令和２年４月１日）から施行する。 
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（参考） 

 

  高経年化技術評価書及び長期施設管理方針に関する審査等 

   

① 高経年化技術評価書及び長期施設管理方針に関する審査等については、別

途定める「実用発電用原子炉施設における高経年化対策審査ガイド」、「実用

発電用原子炉施設における高経年化対策技術資料集」等を用いて実施するこ

ととし、必要に応じて原子力規制検査を実施する。 

 

② 機器・構造物のうち、重要度分類指針クラス１、２の機能を有するもの、重要度

分類指針クラス３の機能を有するものであって高温・高圧の環境下にある機器

及び重要度分類指針クラス３の機能を有するものであって高温・高圧の環境

下にある機器以外のものについて長期施設管理方針が策定されたもの（実用

炉規則別表第二において規定される浸水防護施設に属する機器及び構造物

を含む。）並びに設置許可基準規則第４３条第２項に規定される常設重大事故

等対処設備に属する機器及び構造物について、発電用原子炉設置者の高経

年化技術評価の実施体制、実施方法及び実施結果並びに長期施設管理方針

が適切であることを確認する。 

 

③ 上記②以外の機器・構造物について、発電用原子炉設置者の高経年化技術

評価の実施体制が適切であることを確認する。 

 

④ 発電用原子炉設置者が実施する長期保守管理方針に基づく追加的な保全策

については、その安全上の重要度等に応じ、原子力規制検査により、その実

施状況を確認する。 
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（参考３） 

 

 

高経年化技術評価（運転前提評価）の認可実績（原子力規制委員会発足後） 

事業者 号炉（時期） 認可日 

九州電力（株） 川内１号（30 年） 2015 年 8月 5 日 

九州電力（株） 川内２号（30 年） 2015 年 11 月 18 日 

関西電力（株） 高浜３号（30 年） 2015 年 11 月 18 日 

関西電力（株） 高浜４号（30 年） 2015 年 11 月 18 日 

関西電力（株） 高浜１号（40 年） 2016 年 6月 20 日※ 

関西電力（株） 高浜２号（40 年） 2016 年 6月 20 日※ 

関西電力（株） 美浜３号（40 年） 2016 年 11 月 16 日※ 

日本原子力発電（株） 東海第二（40 年） 2018 年 11 月 7日※ 

関西電力（株） 大飯３号（30 年） 2021 年 11 月 24 日 

関西電力（株） 大飯４号（30 年） 2022 年 8月 24 日 

※ 運転期間延長認可と同日認可 
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        （参考４） 

特別点検の実施項目 

 

加圧水型軽水炉 

 

沸騰水型軽水炉 

対象設備 対象の部位 点検方法/点検項目 （参考）通常の点検方法 

原子炉容器 ・母材及び溶接部

（炉心領域 100％） 

・超音波探傷検査（UT）によ

る欠陥の有無の確認 

・溶接部のみ UT を実施 

・一次冷却材ノズル

コーナー部（最も疲

労損傷係数が高い 

部位） 

・表面検査又は渦流探傷試

験による欠陥の有無の確認 

・UT検査実施 

・炉内計装筒（BMI）

（全数） 等 

目視試験（MVT-1）による炉

内側からの溶接部の欠陥の

有無の確認及び BMI 内表面

の表面検査又は渦流探傷試

験による欠陥の有無の確認 

・漏えい試験及びベアメタ

ル検査実施 

原子炉格納容器 ・原子炉格納容器鋼

板（接近できる全検

査可能範囲） 

・プレストレスコン

クリート製原子炉格

納容器 

・目視による塗膜状態の確

認 

 

・コアサンプリングによる

強度、遮蔽能力、中性化、塩

分浸透及びアルカリ骨材反

応の確認 

・漏えい率試験等 

 

 

・目視及び非破壊検査実施 

コンクリート構造物 ・原子炉設備の安全

性を確保するための

機能を有するコンク

リート構造物（一次

遮へい壁 等） 

・コアサンプリングによる

強度、遮蔽能力、中性化、塩

分浸透及びアルカリ骨材反

応の確認 

・目視及び非破壊検査実施 

対象設備 対象の部位 点検方法/点検項目 （参考）通常の点検方法 

原子炉圧力容器 ・母材及び溶接部

（炉心領域、 接近で

きる全検査可能範

囲） 

・UT による欠陥の有無の確

認 

・溶接部のみ UT を実施 

・給水ノズルコーナ ・表面検査又は渦流探傷試 ・UT検査実施 
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ー 部（最も疲労損傷

係数が高い 部位） 

験による欠陥の有無の確認 

・制御棒駆動機構

（CRD）スタブチュー

ブ、炉内計装設備

（ICM）ハウジング

（全数）等 

・MVT-1による炉内側からの

溶接部の欠陥の有無の確認

及びハウジング内表面の表

面検査又は渦流探傷試験に

よる欠陥の有無の確認 

・漏えい試験実施 

・基礎ボルト（全数） ・UT によるボルト内部の欠

陥の有無の確認 

・外観目視検査実施 

原子炉格納容器 ・原子炉格納容器鋼

板（接近できる全検

査可能範囲）  

・鉄筋コンクリート

製原子炉格納容器 

・目視による塗膜状態の確

認  

 

・コアサンプリングによる

強度、遮蔽能力、中性化及び

アルカリ骨材反応の確認 

・漏えい率試験等  

 

 

・目視及び非破壊検査実施 

コンクリート構造物 ・原子炉設備の安全

性を確保するための

機能を有するコンク

リート構造物（原子

炉圧力容器ペデスタ

ル又はこれに準ずる

部位 等） 

・コアサンプリングによる

強度、遮蔽能力、中性化、塩

分浸透及びアルカリ骨材反

応の確認 

・目視及び非破壊検査実施 
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高経年化技術評価制度

申
請

・技術評価結果
・長期施設管理方針

認
可

運転開始後３０年

１０年ごとの審査・認可

最大２０年の運転延長

高経年化した原子炉に係る安全規制制度（現行と今後の制度案）

運転開始後30年のタイミング（以降10年ごと）で、事業者が原子炉施設を安全に運転・管理するために定める保安規定につ
いて、経年劣化に関する技術的な評価結果やこれを踏まえた長期施設管理方針が災害の防止上支障がないことを審査

運転開始後４０年 運転開始後５０年 運転開始後６０年

運転期間延長認可制度
運転開始後40年のタイミングで、劣化状態の点検結果、劣化状況に関する技術評価結果やこれを踏
まえた施設管理方針から原子炉施設の技術基準適合性を審査

申
請

長期施設管理計画
・長期施設管理方
針
・劣化状態の点検
方法・結果
・技術評価の方
法・結果 等

認
可

※運転期間については利用政策側が検討

１０年以内ごとの審査・認可

１０年ごとの審査・認可

現 行

検討中の制度案イメージ
運転開始後30年を超えて運転するタイミング（以降10年以内ごと）で、長期施設管理計画（現在の長期施設管理方針の内容に加え、
劣化状態の点検方法及び結果、経年劣化に関する技術的な評価方法及び結果等）から災害の防止上支障がないこと及び原子炉施
設の技術基準適合性を審査

１０年以内ごとの審査・認可 １０年以内ごとの審査・認可

統
合

検討案

申
請

・技術評価結果※
・長期施設管理方針

認
可

申
請

・技術評価結果
・長期施設管理方針

認
可

（参考５）

・特別点検結果
・技術評価結果※
・長期施設管理方針

申
請

認
可

※特別点検を結果を
踏まえた評価
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高経年化した発電用原子炉に関する安全規制の検討（第２回） 

 

令和４年11月16日 

原子力規制庁 

 

１．趣旨 

本議題は、高経年化した発電用原子炉の安全規制に関する第48回原子力規制

委員会における議論を反映した原子力規制庁の検討案について委員間で討議し、

同案を用いて事業者意見を聴取することについての了承を諮るものである。 

 

２．経緯 

第48回原子力規制委員会1において、原子力規制庁は、高経年化した発電用原

子炉に関する安全規制の検討状況を報告し（参考１）、原子力規制委員会から、

委員間討議の内容を踏まえて更に検討を進め、改めて諮るよう指示を受けた。 

 

３．検討状況 

（１）検討の前提 

原子力規制委員会は、運転期間の在り方は原子力利用に関する政策判断にほ

かならず、原子力規制委員会が意見を述べるべき事柄ではないとの見解2を確認

しており、利用政策側が原子炉等規制法に定められた運転期間の定めを変更し

ようと検討を進めていることへの対応として、必要な安全規制を継続して実施

できるようにするため制度設計の準備を進めているものである。原子力規制委

員会が利用政策側に先んじて自ら当該定めを変更することはなく、仮に利用政

策側が当該定めを変更しない場合には原子力規制委員会も変更することはない。 

 

（２）検討案 

運転期間に関する定めが原子炉等規制法から他法令に移される場合でも必要

な安全規制を継続して実施できるようにするため、運転期間延長認可3と高経年

 
1 第48回原子力規制委員会（令和４年11月２日） 資料１ 
2 「運転期間延長認可の審査と長期停止期間中の発電用原子炉施設の経年劣化との関係に関す

る見解」（令和２年７月29日原子力規制委員会） 
3 原子炉等規制法第43条の３の32第5項に規定する運転期間の延長の認可をいう。 

資料１ 

（参考６）
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化技術評価4を統合し、その法的な枠組みを原子炉等規制法に定める。その際、

次のように措置する。 

① 運転開始後30年5を超えて運転しようとするときは、10年5を超えない期間ご

とに、あらかじめ、劣化の状況を把握し、経年劣化に関する技術的な評価を

行うとともに、その結果に基づいて、発電用原子炉施設の劣化を管理するた

めの計画（長期施設管理計画（仮称））を策定することを義務付ける。 

② 長期施設管理計画は原子力規制委員会の認可を受けなければならないもの

とし（変更するときも同じ）、認可を受けた計画に従って劣化管理のために

必要な措置を講ずることを義務付ける。その講ずべき措置の実施状況を、原

子力規制委員会が行う原子力規制検査6の対象とする。 

③ 長期施設管理計画の認可を受けないで運転したときは、原子力規制委員会は

設置許可を取り消し、又は運転停止を命ずることができるものとする。 

④ 長期施設管理計画の認可基準は、同計画に示された劣化管理の方法等が災害

の防止上支障がないことに加えて、運転しようとする期間において生じる劣

化を考慮しても技術基準7に適合することとする。 

⑤ 長期施設管理計画の認可を受けた後に認可基準に適合しないおそれが生じ

た場合には、安全上の必要に応じて、同計画の変更や劣化評価のやり直しな

ど必要な措置を命ずることができるものとする。 

 

（３）前回委員会で議論・指摘があった事項 

ア 設計の古さについて 

新規制基準が平成25年７月に施行された後、同基準への適合が確認されない

まま廃止措置8に至った発電用原子炉が複数ある。これらの多くが高経年化し

た発電用原子炉であり、系統分離の強化やハザード評価の厳格化、重大事故等

対策など、従来はなかった新規制基準の要求が、設計の古さに課題をかかえる

発電用原子炉にとって高い技術的なハードルとなったと考えられる。 

規制基準は、今後も必要があれば最新知見を反映して要求事項が追加されて

 
4 実用炉規則第82条第１項から第3項に規定する経年劣化に関する技術的な評価及びその評価結

果に基づき策定された長期施設管理方針に関する保安規定の変更の認可をいう。 
5 暦年。 
6 原子炉等規制法第61条の２の２参照。 
7 原子炉等規制法第43条の３の14参照。 
8 原子炉等規制法第43条の３の34参照。 
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いくが、仮に高経年化した発電用原子炉がその設計の古さに起因して「劣化を

考慮しても技術基準に適合する」ことができない場合には、その後の運転はで

きない仕組みとすることを検討している。また、長期施設管理計画の認可を受

けた後に新たな要求事項が技術基準に追加された場合、劣化を考慮した上で当

該基準に適合することが求められる仕組みとすることも検討している。 

 

イ 未適合炉の扱いについて 

新規制基準の施行後、同基準への適合性が確認されていない発電用原子炉

（未適合炉）は運転することができず、長期間にわたって冷温停止状態にある。 

現行の実用炉規則（81条）は、「発電用原子炉の運転を相当期間停止する場

合」には「特別な措置を講ずること」を求めており、この規定に基づき、長期

間にわたって冷温停止状態にある未適合炉の「特別な施設管理計画」が策定さ

れている。 

高経年化技術評価は、長期間にわたって冷温停止状態にある未適合炉につい

ても実施されている。これまでに15件（30年目11件、40年目４件）の実績があ

り（参考２）、主として、運転状態にかかわらず劣化するコンクリートやケー

ブル等を対象に劣化評価が行われているが、その評価の結果として、「特別な

施設管理計画」に加えて劣化管理をしなければならない事項は、いずれの評価

においても抽出されていない。 

こうした規制経験を踏まえると、今後は「特別な施設管理計画」の中で未適

合炉の劣化評価も併せて実施することで対応できると考えており、これを前提

として上記（２）の検討案では、冷温停止を維持している未適合炉に同検討案

が適用されないよう「運転開始後30年を超えて運転しようとするとき
．．．．．．．．

」とする

ことを検討している。 

これにより、すでに運転開始後30年を経過し「特別な施設管理計画」に基づ

く措置を講じている未適合炉は、規制基準への適合確認だけでなく長期施設管

理計画の認可も受けなければ、運転を再開することはできない仕組みとするこ

とを検討している。 

 

ウ 「10年を超えない期間」について 

多くの場合、劣化評価の期間は、取替困難な機器等についての劣化進展が十

分な精度で予測できる期間によって決まるため、その劣化評価の不確かさの増
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加により劣化進展の予測精度が低下するような場合には、劣化評価の期間は短

縮する方向、すなわち、より頻繁に劣化評価が求められることになると考えら

れる。10年間の劣化進展を十分な精度で予測することが技術的に困難である場

合は、10年よりも短い期間で劣化評価を行う仕組みとすることを検討している。 

なお、劣化評価の期間は、個々の施設の劣化状態や経年数等を踏まえ、発電

用原子炉設置者が自ら定め、これを長期施設管理計画に記載して申請すること

を想定しており、劣化進展を十分な精度で予測することができる期間について

は同設置者が一義的な挙証責任を有し、原子力規制委員会はその劣化評価が適

切に実施されているかどうかを確認する仕組みとすることを検討している。 

 

（４）現行規制との比較 

長期施設管理計画において、劣化把握のための点検等の方法や結果、経年劣化

に関する技術的な評価の方法や結果など、施設の劣化状態や劣化予測に関する

より詳細な記載を求め、10年を超えない期間ごとに審査することで、現行規制と

比較して、重要な劣化事象の兆候を的確に把握し、その結果を劣化管理に関する

保全活動に反映することが容易になる。 

 また、同計画に記載される点検・評価の方法及びその結果の妥当性は、同計画

の認可の可否を判断する際の前提となるものであるが、同計画の認可後に点検・

評価の方法等に関する新たな科学的知見が得られたこと等により、事後的に当

該認可の前提に安全上の疑義が生じたような場合には、追加点検の実施や劣化

評価のやり直しなどの安全上必要な措置を、現行規制よりも柔軟かつ機動的に

命ずることができるようになる。 

 

４．今後の予定 

上記３．の検討案を用いて事業者の意見を聴取することについての原子力規

制委員会の了承が得られれば、杉山原子力規制委員会委員参加の下で事業者意

見を聴取する公開の場を設けることとしたい（参考３）。 

本日の委員間討議及び上記の事業者意見の結果を踏まえて引き続き検討を進

め、改めて原子力規制委員会に諮ることとしたい。 
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〇参考資料 

【参考１】 前回委員会の資料 ※参考資料込み 

【参考２】 冷温停止プラント高経年化技術評価実績 

【参考３】 高経年化した発電用原子炉の安全規制に関する意見聴取会出席者（案） 

【参考４】 第48回原子力規制委員会議事録 抜粋（令和４年11月２日） 
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高経年化した発電用原子炉に関する安全規制の検討 

 

令和４年11月２日 

原 子 力 規 制 庁  

 

１．趣旨 

本議題は、第42回原子力規制委員会（令和４年10月５日）で議論された、高経

年化した発電用原子炉に関する安全規制の在り方について、委員間で討議を行

うものである。 

 

２．経緯 

原子炉等規制法1は、発電用原子炉を運転することができる期間（以下「運転

期間」という。）を40年とし、原子力規制委員会の認可を受けて１回に限り延長

することができると規定している。延長することができる期間は、20年を超えな

い期間とされている。2 

第42回原子力規制委員会3において、資源エネルギー庁は、原子力利用政策の

観点から運転期間を見直すための検討を進めていることを明らかにし、運転期

間を延長するためには関係法令の改正を含めた制度整備を行う必要があるとの

見通しを示した。また、運転期間は、現行の原子炉等規制法ではなく、原子力利

用省庁が所管する法令で定める方が適切であるとの見解を示した上で、見直し

に付随して生ずる必要な安全規制の整備・整理については、原子力利用省庁がそ

の内容に触れることはできず、安全規制を所掌する原子力規制委員会が検討す

るものとの考えを示した。 

原子力規制委員会は、運転期間の在り方は原子力利用に関する政策判断にほ

かならず、原子力規制委員会が意見を述べるべき事柄ではないとした見解（令和

２年７月29日）4に変更はないことを改めて確認した上で、高経年化した発電用

原子炉の安全確認に関する厳正な規制が損なわれることがないよう、法的な側

面も含めて今後検討する必要があるとし、原子力規制庁に案の検討を指示した。 

 

 

 
1 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和32年法律第166号） 
2 同法第43条の３の32第１項から第３項 
3 第42回原子力規制委員会（令和４年10月５日） 資料1-2 
4 令和２年第18回原子力規制委員会（令和２年７月29日） 資料５ 

資料1 

1

【参考１】
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３．検討状況 

原子力規制委員会からの指示及び第42回原子力規制委員会における議論を踏

まえ、これまでに原子力規制庁において検討した主な内容は以下のとおり。 

 

（１）現行規制の概要 

高経年化した発電用原子炉に関する現行の安全規制には、原子炉等規制法第

43条の３の32第５項に規定する運転期間の延長の認可（以下「運転期間延長認

可」という。）と、実用炉規則5第82条第１項から第３項に規定する経年劣化に

関する技術的な評価及びその評価の結果に基づき策定された長期施設管理方

針に関する保安規定6の変更の認可7（以下「高経年化技術評価」という。）があ

る（参考１）。これらの現行規制の概要は以下のとおり。 

 運転期間延長認可における安全規制では、運転開始後40年を迎えた時点で、

１回に限り、劣化評価等が要求されている。高経年化技術評価では、運転

開始後30年を迎えた時点で、かつ、それ以降10年ごとに、劣化評価等が要

求されている。 

 運転期間延長認可における安全規制では、延長しようとする期間に生ずる

劣化を考慮しても技術基準に適合することが求められているが、その劣化

管理に関する保全活動は対象とされていない。高経年化技術評価では、通

常の施設管理に加えて実施すべき劣化管理の項目や実施方針を定めた長

期施設管理方針の策定が義務付けられているが、その策定の前提となる経

年劣化に関する技術的な評価については、その評価の結果のみが添付書類

として示されている。当該評価を行うために必要となる劣化の現状を把握

するための点検等の方法やその結果、劣化予測のための評価の方法等につ

いては、保安規定の認可の際に審査官が都度必要な確認を行っているもの

の、当該方針の記載内容には含まれていない。 

 運転期間延長認可における安全規制では、認可の基準が「延長しようとす

る期間の運転に伴う劣化を考慮した上で技術基準規則に定める基準に適

合する」ことであるが、高経年化技術評価では、認可の基準が発電用原子

炉等による災害の防止上支障がないこと（保安規定の認可基準）となって

いる。 

 
5 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和53年通商産業省令第77号） 
6 同規則第92条第１項第18号 
7 原子炉等規制法第43条の３の24第１項 
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（２）必要な安全規制を継続して実施するための措置 

運転期間に関する定めが原子炉等規制法から他法令に移される場合でも必

要な安全規制を継続して実施できるようにするためには、高経年化した発電用

原子炉に関する安全規制に関する定めを原子炉等規制法に残しておく必要が

ある。この際、これまで運転期間延長認可の際に実施してきた安全規制と同等

の安全規制を高経年化技術評価に統合し、その法的な枠組みを原子炉等規制法

に定めることとしてはどうか。 

 

（３）高経年化の進展に対応するための措置 

これまでに運転開始後40年を超えた発電用原子炉が４基、同30年を超えた発

電用原子炉が13基ある8（参考２）。資源エネルギー庁が検討している運転期間

の定めがどのようになるのかにも依存するが、今後、高経年化した発電用原子

炉の基数は増加し、その経年数9も増加していく可能性がある。 

一般に、設備・機器等の経年劣化による安全上のリスクは時間の経過に伴っ

て増大するため、発電用原子炉設置者が適切な劣化管理を実施し、必要な対策

を講ずることによって、高経年化した発電用原子炉においても一定水準以上の

安全性が確保される必要がある。高経年化が進展する今後の状況変化に適切に

対応する観点から、今回の見直しに際し、次のように措置してはどうか。 

 

① 高経年化に関する安全規制の開始時期及び頻度（間隔） 

イ) 現行の安全規制を踏まえ、高経年化した発電用原子炉に対する安全規制の

開始時期は、運転開始後30年（暦年）を超えて運転しようとするときとし

、かつ、それ以降10年（暦年）を超えない期間ごとに、劣化評価等の実施

を義務付けることとしてはどうか。 

ロ) ここで、「10年を超えない期間ごと」としているのは、発電用原子炉施設の

劣化状態や保守管理の実施状況、経年数など、発電用原子炉施設の個々の

状況を勘案し、安全上の必要に応じて、前回の劣化評価等を実施した時か

ら10年を経過する日よりも早いタイミングで劣化評価等を実施させるこ

とができるようにすることを考慮したものである。 

ハ) 資源エネルギー庁が検討している運転期間の定めがどのようになるのか

 
8 いずれも、廃止措置計画の認可を受けたものは含まれていない。 
9 発電用原子炉が運転を開始してから経過した年数（暦年） 
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にも依存するが、今後、発電用原子炉が暦年で60年を超えて運転する可能

性がある。現行法令における安全規制は、運転期間が暦年で60年を超える

ことを想定してしないが、上述の見直しを行うことにより、暦年で60年を

超えて運転する場合でも、安全上必要なタイミングで劣化評価等を実施さ

せることが可能となると考えられる。 

 

② 経年劣化に関する技術的な評価と長期施設管理計画（仮称） 

イ) 運転開始後30年を超えて運転しようとするときは、10年を超えない期間ご

とに、あらかじめ、安全上重要な機器等の劣化の状況を把握し、経年劣化

に関する技術的な評価を行うとともに、その結果に基づいて、発電用原子

炉施設の劣化を管理するための計画（長期施設管理計画）を策定すること

を義務付けることとしてはどうか。 

ロ) 長期施設管理計画には、現行の長期施設管理方針の内容に加えて、発電用

原子炉施設の劣化状態を把握するための点検等の方法及び結果、経年劣化

に関する技術的な評価の方法及び結果、10年を超えない期間ごとの劣化管

理の目標や方法等を記載することとしてはどうか。これにより、当該期間

に生ずる劣化を考慮しても発電用原子炉施設が技術基準への適合を維持

できる見込みがあるかどうか、また、そのためにどのような劣化管理の取

組が必要となるのか等を確認することができると考えられる。 

ハ) 長期施設管理計画は原子力規制委員会の認可を受けなければならないも

のとし（変更するときも同じ）、認可を受けた計画に従って劣化管理のた

めに必要な措置を講ずることを義務付けてはどうか。また、その講ずべき

措置の実施状況を、原子力規制委員会が行う原子力規制検査の対象として

はどうか。 

ニ) 長期施設管理計画の認可を受けないで運転したときは、原子力規制委員会

は設置許可を取り消し、又は運転停止を命ずることができるものとしては

どうか。 

 

③ 長期施設管理計画の認可基準と変更命令 

イ) 高経年化した発電用原子炉に対する安全規制を、設備・機器等の劣化事象

のみならず設計の古さにも対応するものとするためには、発電用原子炉施

設が最新の科学的・技術的な知見に照らして必要な機能や性能を有してい

るかどうかを確認する必要がある。こうした最新の科学的・技術的な知見

は、適時に技術基準規則などの規制基準に反映されている。このため、長
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期施設管理計画に示された劣化管理の方法等が災害の防止上支障がない

ことに加えて、運転しようとする期間において生じる劣化を考慮しても発

電用原子炉施設が最新の技術基準規則に適合することを、長期施設管理計

画の認可基準とすることが適当ではないか。 

ロ) さらに、発電用原子炉施設が長期間の運転に伴って生じる劣化を考慮して

も最新の技術基準規則に適合するとして認可を受けた後に、技術基準規則

の改正や最新の科学的・技術的な知見等によって事後的に認可基準に適合

しないおそれが生じた場合には、安全上の必要に応じて、認可を受けた長

期施設管理計画の変更や高経年化技術評価のやり直しなど必要な措置を

原子力規制委員会が命ずることができるようにしておく必要があるので

はないか。 

 

４．今後の予定 

本日の原子力規制委員会における議論等を踏まえ、原子力規制庁において更

に制度的な枠組みの検討を進め、改めて原子力規制委員会に付議する。 

なお、検討の進捗に応じて事業者にも意見を聴くこととしたい。 

 

 

【参考資料】 

（参考１） 運転期間延長認可、高経年化技術評価及び検討中の案の概要 

（参考２） 発電用原子炉の経年数 

（参考３） 運転期間延長認可の審査と長期停止期間中の発電用原子炉施設の

経年劣化との関係に関する見解（令和２年７月29日） 

（参考４） 関連条文 

（参考５） 第42回原子力規制員会議事録 抜粋（令和４年10月５日） 
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運転期間延長認可、高経年化技術評価及び検討中の案の概要 

 

 

 運転期間延長認可 高経年化技術評価  
【参考】 

検討中の案 

開始時期 40年 30年  30年 

頻度（間隔） 
１回 

（最大20年） 

10年ごと 

（40年目、50年目） 
 

10年を超えない 

期間ごと 

劣化評価 
必要 

（省略可） 
必要  必要 

長期施設管理 
方針 

（添付書類） 

方針 

（添付書類） 
 

計画 

（本文） 

認可後の 

履行義務 

あり 

（保安措置の一部） 

あり 

（保安措置の一部） 
 あり 

違反時の制裁 
許可の取消し又は 

運転停止命令 
保安措置命令  

許可の取消し又は 

運転停止命令 

認可の基準 
劣化を考慮して 

技術基準規則 

災害防止上 

支障がないこと 
 

災害防止上支障

がないこと、かつ、

劣化を考慮して 

技術基準規則 

法令 法律 実用炉規則  法改正を要する 

 

  

（参考１） 
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発電用原子炉の経年数 

 

 

発電用原子炉 経年数 運転開始日 

関西電力 高浜（１号） 47 1974/11/14 

関西電力 高浜（２号） 46 1975/11/14 

関西電力 美浜（３号） 45 1976/12/01 

日本原子力発電 東海第二 43 1978/11/28 

九州電力 川内（１号） 38 1984/07/04 

関西電力 高浜（３号） 37 1985/01/17 

関西電力 高浜（４号） 37 1985/06/05 

東京電力 柏崎刈羽（１号） 37 1985/09/18 

九州電力 川内（２号） 36 1985/11/28 

日本原子力発電 敦賀（２号） 35 1987/02/17 

中部電力 浜岡（３号） 35 1987/08/28 

中国電力 島根（２号） 33 1989/02/10 

北海道電力 泊（１号） 33 1989/06/22 

東京電力 柏崎刈羽（５号） 32 1990/04/10 

東京電力 柏崎刈羽（２号） 32 1990/09/28 

北海道電力 泊（２号） 31 1991/04/12 

関西電力 大飯（３号） 30 1991/12/18 

関西電力 大飯（４号） 29 1993/02/02 

北陸電力 志賀（１号） 29 1993/07/30 

東京電力 柏崎刈羽（３号） 29 1993/08/11 

中部電力 浜岡（４号） 29 1993/09/03 

九州電力 玄海（３号） 28 1994/03/18 

東京電力 柏崎刈羽（４号） 28 1994/08/11 

四国電力 伊方（３号） 27 1994/12/15 

東北電力 女川（２号） 27 1995/07/28 

東京電力 柏崎刈羽（６号） 25 1996/11/07 

東京電力 柏崎刈羽（７号） 25 1997/07/02 

九州電力 玄海（４号） 25 1997/07/25 

東北電力 女川（３号） 20 2002/01/30 

中部電力 浜岡（５号） 17 2005/01/18 

東北電力 東通（１号） 16 2005/12/08 

北陸電力 志賀（２号） 16 2006/03/15 

北海道電力 泊（３号） 12 2009/12/22 

（経年数：2022/11/02時点） 

 

  

（参考２） 
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1

（参考３）　
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3 Flow-accelerated corrosion
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関連条文 

 

 

◎核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和32年法律第166

号） 

 

（保安及び特定核燃料物質の防護のために講ずべき措置） 

第四十三条の三の二十二 発電用原子炉設置者は、次の事項について、原子力規

制委員会規則で定めるところにより、保安のために必要な措置（重大事故が生じた

場合における措置に関する事項を含む。）を講じなければならない。 

一 発電用原子炉施設の保全 

二・三 （略） 

２ （略） 

 

（保安規定） 

第四十三条の三の二十四 発電用原子炉設置者は、原子力規制委員会規則で定め

るところにより、保安規定（発電用原子炉の運転に関する保安教育、使用前事業者

検査及び定期事業者検査についての規定を含む。以下この条において同じ。）を

定め、発電用原子炉施設の設置の工事に着手する前に、原子力規制委員会の認

可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 原子力規制委員会は、保安規定が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、前項の認可をしてはならない。 

一 第四十三条の三の五第一項若しくは第四十三条の三の八第一項の許可を受

けたところ又は同条第三項若しくは第四項前段の規定により届け出たところによ

るものでないこと。 

二 核燃料物質若しくは核燃料物質によつて汚染された物又は発電用原子炉によ

る災害の防止上十分でないものであること。 

３・４ （略） 

 

（運転の期間等） 

第四十三条の三の三十二 発電用原子炉設置者がその設置した発電用原子炉を運

転することができる期間は、当該発電用原子炉について最初に第四十三条の三の

十一第三項の確認を受けた日から起算して四十年とする。 

２ 前項の期間は、その満了に際し、原子力規制委員会の認可を受けて、一回に限り

延長することができる。 

３ 前項の規定により延長する期間は、二十年を超えない期間であつて政令で定め

る期間を超えることができない。 

４ 第二項の認可を受けようとする発電用原子炉設置者は、原子力規制委員会規則

（参考４） 
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で定めるところにより、原子力規制委員会に認可の申請をしなければならない。 

５ 原子力規制委員会は、前項の認可の申請に係る発電用原子炉が、長期間の運

転に伴い生ずる原子炉その他の設備の劣化の状況を踏まえ、その第二項の規定

により延長しようとする期間において安全性を確保するための基準として原子力規

制委員会規則で定める基準に適合していると認めるときに限り、同項の認可をする

ことができる。 

 

 

◎実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和53年通商産業省令第77号） 

 

（発電用原子炉施設の施設管理） 

第八十一条 法第四十三条の三の二十二第一項の規定により、発電用原子炉設置

者は、発電用原子炉施設の保全のために行う設計、工事、巡視、点検、検査その

他の施設の管理（以下「施設管理」という。）に関し、発電用原子炉ごとに、次の各

号に掲げる措置を講じなければならない。 

一 発電用原子炉施設が法第四十三条の三の五第一項又は第四十三条の三の

八第一項の許可を受けたところによるものであり、かつ、技術基準に適合する性

能を有するよう、これを設置し、及び維持するため、施設管理に関する方針（以

下この条及び第百十三条第二項第三号において「施設管理方針」という。）を定

めること。ただし、法第四十三条の三の三十四第二項の認可を受けた場合は、

この限りでない。 

二～六 （略） 

七 発電用原子炉の運転を相当期間停止する場合その他発電用原子炉施設がそ

の施設管理を行う観点から特別な状態にある場合においては、当該発電用原子

炉施設の状態に応じて、前各号に掲げる措置について特別な措置を講ずること。 

２ 発電用原子炉設置者は、次条第一項から第三項までの規定により長期施設管理

方針を策定したとき又は同条第四項の規定により長期施設管理方針を変更したと

きは、これを前項第一号の規定により定められた施設管理方針に反映させなけれ

ばならない。 

 

（発電用原子炉施設の経年劣化に関する技術的な評価） 

第八十二条 法第四十三条の三の二十二第一項の規定により、発電用原子炉設置

者は、運転を開始した日以後三十年を経過していない発電用原子炉に係る発電用

原子炉施設について、発電用原子炉の運転を開始した日以後三十年を経過する

日までに、原子力規制委員会が定める発電用原子炉施設の安全を確保する上で

重要な機器及び構造物（以下「安全上重要な機器等」という。）並びに次に掲げる

機器及び構造物の経年劣化に関する技術的な評価を行い、この評価の結果に基

づき、十年間に実施すべき当該発電用原子炉施設についての施設管理に関する
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方針を策定しなければならない。ただし、動作する機能を有する機器及び構造物に

関し、発電用原子炉施設の供用に伴う劣化の状況が的確に把握される箇所につ

いては、この限りでない。 

一～十六 （略） 

２ 法第四十三条の三の二十二第一項の規定により、発電用原子炉設置者は、運転

を開始した日以後三十年を経過した発電用原子炉（法第四十三条の三の三十二

第二項の規定による認可を受けたものに限る。）に係る発電用原子炉施設につい

て、発電用原子炉の運転を開始した日以後四十年を経過する日までに、安全上重

要な機器等並びに前項各号に掲げる機器及び構造物の経年劣化に関する技術的

な評価を行い、この評価の結果に基づき、法第四十三条の三の三十二第二項の

規定による認可を受けた延長する期間が満了する日までの期間において実施す

べき当該発電用原子炉施設についての施設管理に関する方針を策定しなければ

ならない。 

３ 法第四十三条の三の二十二第一項の規定により、発電用原子炉設置者は、運転

を開始した日以後四十年を経過した発電用原子炉（法第四十三条の三の三十二

第二項の規定による認可を受けたもの（当該認可を受けた延長する期間が十年を

超える場合に限る。）に限る。）に係る発電用原子炉施設について、発電用原子炉

の運転を開始した日以後五十年を経過する日までに、安全上重要な機器等並びに

第一項各号に掲げる機器及び構造物の経年劣化に関する技術的な評価を行い、

この評価の結果に基づき、法第四十三条の三の三十二第二項の規定による認可

を受けた延長する期間が満了する日までの期間において実施すべき当該発電用

原子炉施設についての施設管理に関する方針を策定しなければならない。 

４ 発電用原子炉設置者は、第九十二条第一項第八号ニの発電用原子炉の運転期

間を変更する場合その他前三項の評価を行うために設定した条件又は評価方法

を変更する場合は、当該評価の見直しを行い、その結果に基づき、前三項の施設

管理に関する方針（第九十二条第一項第十八号及び第二項第二号において「長

期施設管理方針」という。）を変更しなければならない。 

５ （略） 

 

（保安規定） 

第九十二条 法第四十三条の三の二十四第一項の規定による保安規定の認可を受

けようとする者は、認可を受けようとする工場又は事業所ごとに、次に掲げる事項

について保安規定を定め、これを記載した申請書を原子力規制委員会に提出しな

ければならない。 

一～十七 （略） 

十八 発電用原子炉施設の施設管理に関すること（使用前事業者検査及び定期事

業者検査の実施に関すること並びに経年劣化に係る技術的な評価に関すること

及び長期施設管理方針を含む。）。 
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十九～二十一 （略） 

２ 法第四十三条の三の二十四第一項の規定により保安規定の認可又はその変更

の認可を受けようとする者は、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該

各号に定める書類を添えて、申請しなければならない。ただし、第二号に掲げる場

合において、第八十二条第二項の評価を第百十三条第二項第二号の評価と一体

として行っている場合であって、同号の評価の結果を記載した書類を添えて同条第

一項の規定による申請がされているときには、第二号に定める書類を添付すること

を要しない。 

一 （略） 

二 前項第十八号に掲げる発電用原子炉施設の施設管理に関することを変更しよ

うとする場合（第八十二条第一項から第三項までの規定により長期施設管理方

針を策定し、又は同条第四項の規定により長期施設管理方針を変更しようとす

る場合に限る。） 第八十二条第一項から第三項までの評価の結果又は同条第

四項の見直しの結果を記載した書類 

３～５ （略） 

 

（発電用原子炉の運転の期間の延長に係る認可の申請） 

第百十三条 法第四十三条の三の三十二第四項の規定により同条第一項の発電用

原子炉を運転することができる期間の延長について認可を受けようとする者は、当

該期間の満了する日から起算して一年前の日までに次に掲げる事項を記載した申

請書を原子力規制委員会に提出しなければならない。 

一・三 （略） 

四 延長しようとする期間 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、第二号

の評価を第八十二条第二項の評価と一体として行っている場合であって、同項の

評価の結果に関する第九十二条第二項第二号に定める書類を添えて同項の規定

による申請がされているときには、第二号に掲げる書類を添付することを要しない。 

一 申請に至るまでの間の運転に伴い生じた原子炉その他の設備の劣化の状況

の把握のための点検の結果を記載した書類 

二 延長しようとする期間における運転に伴い生ずる原子炉その他の設備の劣化

の状況に関する技術的な評価の結果を記載した書類 

三 延長しようとする期間における原子炉その他の設備に係る施設管理方針を記

載した書類 

３ （略） 

 

（発電用原子炉の運転の期間の延長に係る認可の基準） 

第百十四条 法第四十三条の三の三十二第五項の原子力規制委員会規則で定める

基準は、延長しようとする期間において、原子炉その他の設備が延長しようとする
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期間の運転に伴う劣化を考慮した上で技術基準規則に定める基準に適合するも

のとする。 
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第42回原子力規制委員会議事録 抜粋（令和４年10月５日） 

 

○山中委員長 

私の方から少し確認をさせていただきたいと思います。田中委員からの御意見、御

質問に関連するところでございます。まず、現行の運転期間の定めについて、利用政

策制度の中で見直していくということでよろしいでしょうか。それと、確認ですが、

その制度というのは法律で設計されるという方針でよろしいでしょうか。まず、その

２点。 

○松山経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部長 

ありがとうございます。まず、１点目のところは、今、原子炉等規制法の中で40年、

１回20年という期間の定めがございます。これと安全規制との関係というのは何かし

らかの議論があるのかもしれません。ただ、これが運転期間としての、利用政策とし

ての運転ということでありますれば、そういう定めについては、我々としては、利用

政策として運転期間としての見直し、延長ということについて検討していかなければ

ならない。必要に応じては、それについての法的な措置を講じなければならないと考

えてございます。２点目とも絡めて一緒にお答え申し上げましたけれども、そういう

ことになるかなと思います。ただ、いずれにせよ、原子力規制委員会の中における安

全規制・安全審査という科学的・技術的な知見に基づく審査、規制というものがござ

いますわけで、これが大前提となりますので、その下でということが、現行法との関

係では整理する必要が出てくる。これは運用も含めて整理する必要が出てくるのだろ

うなと拝察しておりますけれども、私どもとしては、あくまでも利用政策の観点から

の規律の在り方ということを考えていき、法的なところを含めた制度的な整備が必要

になってくるのかなと考えているところでございます。 

 

○片山長官 

原子力規制庁長官の片山です。１点、すみません、事務局の方から確認をしたいの

ですけれども、先ほどの松山部長からのお話の中で、現行の運転期間の定めは、利用

政策側の観点として見直しの検討を始め、必要があれば法的な担保も含めて検討して

いくというお話がありました。それは、現行の規定は原子炉等規制法にあるわけです

けれども、それは利用政策側の法体系の中で法的な手当てを含めて考えていくという

御発言だと理解してよろしいでしょうか。 

○松山経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部長 

ありがとうございます。私どもとしては、利用政策の観点から運転期間をどうする

かということで、制度の設計及び必要における法的な整備をしていきたいと考えてお

ります。これはまだ検討を始めたばかりでございますので、最後の仕上がりがどうな

るかということをここで予断を持って申し上げることは非常に難しいところでござ

いますが、普通の一般的な考えで考えますと、利用政策であれば、利用政策省庁、利

用の関係の法令の中に基本的な仕組みが存在してくると。その上で、既存の法令につ

（参考５） 
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いて必要な規定整備を行っていくということが通常の段取りなのだと思うのですね。

そのときに、当該既存法令における運用及びそれに対するハネといいますか、それに

対して生じてくる必要な規定整備ということが必要になるかもしれないということ

について、特にこれで安全規制ということは、原子力規制委員会として御審議を頂戴

しているところでございますので、そことの間の整備・整理ということが必要になっ

てくるのかなと考えてございます。 

 

○山中委員長 

そのほか、いかがでしょう。よろしいですか。最後に私の方から。これまで明確な

お答えがなかったのですけれども、改めて運転期間の上限について、どのように今お

考えになっているのかと、どの程度発電所を動かしていいかという判断の主体は誰か

という点、その２点を最後に確認をさせてください。 

○松山経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部長 

ありがとうございます。まず、私どもが今回検討を始めておりますのは、今は40年

という期間の制限があり、１回20年というところの定めがあるわけですけれども、利

用政策の観点で考えたときに、この定めというのがこのままでよいかどうか、もっと

延ばすべきではないのかという問題意識から検討を始めたいと思ってございます。た

だ、その大前提としては、安全規律・安全規制との関係で、安全確保の観点からこれ

はこれ以上延ばしては駄目だよと言われることになれば、これはできなくなってしま

うわけでございますので、私どもはあくまでも利用政策の観点で考えております。そ

ういう意味でいいますと、どこかの形で必要な規律、長期運転になってきたときに必

要な規律ということは何かしら考えていかなければいけない。これは利用政策として

ですね、と思います。その上で、そこに上限という形で、何十年というのをここで申

し上げるのは適切ではないのですが、今ここで何年ということを申し上げることはな

かなか難しいわけですけれども、そういう形がいいのか、もっと違う形での規律の仕

組みがいいのか、こういったことはこれから検討していきたいと考えております。そ

の際、あくまでもその判断、利用政策としての判断は利用省庁、利用監督権限の側で

しっかりとやっていくことが適切なのだろうなと思います。他方で、その大前提とな

るのが安全の確保でございますので、その点における、現在、原子力規制委員会の下

でなされている安全審査のお考え、進め方、規律、先ほど御指摘も頂きましたが、そ

れの妨げになってはいけませんし、あくまでも安全確保というのが大前提、そちらが

先でございますので、そのところの判断との関わり合いというところが出てくるとす

れば、そこの整理が必要になってくるでしょうし、そこの部分について、利用政策の

観点から申し上げることはできないと考えてございます。 
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冷温停止プラント高経年化技術評価実績 

 

※保安規定の認可日 

  

発電所 号炉 実施時期 認可日※ 

福島第二原子力発電所 ２号炉 30年 2014/1/22 

島根原子力発電所 １号炉 40年 2014/2/26 

女川原子力発電所 １号炉 30年 2014/5/21 

高浜発電所 １号炉 40年 2014/11/12 

福島第二原子力発電所 ３号炉 30年 2015/6/10 

柏崎刈羽原子力発電所 １号炉 30年 2015/9/14 

玄海原子力発電所 １号炉 40年 2015/6/10 

高浜発電所 ２号炉 40年 2015/4/8 

敦賀発電所 ２号炉 30年 2017/2/2 

福島第二原子力発電所 ４号炉 30年 2017/8/16 

浜岡原子力発電所 ３号炉 30年 2017/8/16 

泊発電所 １号炉 30年 2019/5/27 

柏崎刈羽原子力発電所 ５号炉 30年 2020/2/27 

柏崎刈羽原子力発電所 ２号炉 30年 2020/8/28 

泊発電所 ２号炉 30年 2020/12/8 

【参考２】 
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高経年化した発電用原子炉の安全規制に関する意見聴取会 

出席者（案） 

 

【原子力規制委員会】 

杉山 智之  原子力規制委員会委員 

 

【原子力規制庁職員】 

大島 俊之  原子力規制部長 

金城 慎司  原子力規制企画課長 

西崎 崇德  原子力規制企画課付 

塚部 暢之  原子力規制企画課付 

照井 裕之  原子力規制企画課付 

伊藤 淳朗  原子力規制企画課付 

 

 

※必要に応じて、適宜メンバーの追加等を行う。 

※事業者側の参加者等については、ATENAを通じて調整する。 

※意見陳述を希望する事業者が参加できるよう、WEBでの開催を予定。 

  

【参考３】 
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第48回原子力規制委員会議事録 抜粋（令和４年11月２日） 

 

○山中委員長 

議題１の制度設計の方針案の説明を聞く前に、委員の方の間で大前提について意見を

頂戴した後、確認をさせていただきたいと思います。まず、令和２年７月の原子力規制委

員会で、原子力発電所の運転延長認可制度について規定されております原子炉等規制法

第43条の関連条文の中に、運転期間についての定めと高経年化した原子力発電所の安全

規制についての定めがセットになって規定されておりますけれども、この中の運転期間

についての定めについては、利用政策側が判断される事項であり、原子力規制委員会が意

見を述べる立場にはないとの見解を決定いたしました。 

改めてこの点について、本年10月５日の原子力規制委員会においても再度確認させて

いただきました。我々が意見を述べることのできない利用政策側の方針によっては、高経

年化した原子力発電所の安全規制に抜けが生じることになり、厳正な規制を維持するた

めに制度設計をする必要がございます。その上で、原子力規制委員会が自ら原子炉等規制

法に先んじて変更を加えるわけではなく、利用政策側のアクションに対する反応として、

厳正な規制に抜けが生じることのないよう、規制制度の定めの制度設計の準備を進める

という大前提について、改めて委員の方々から意見を頂き、確認させていただいた上で制

度設計の方針案の説明をいただき、議論を進めたいと思います。 

それでは、この大前提について、委員の方から何か御意見等はございますでしょうか。 

○石渡委員 

大変分かりやすいお話をいただいて、ありがとうございました。今、山中委員長がおっ

しゃったことから考えますと、いわゆる40年ルールとか、炉規法（核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律）に規制されているルールに関しては、これは立法政策

として定められたものでありますから、原子力規制委員会が意見を述べるべき事柄では

ないということですよね。 

したがいまして、例えば、このルールを廃止するとか、あるいは変更するとか、そうい

うことは原子力規制委員会の側から言い出すことではないということは、これはその理

解でよろしいですね。 

○山中委員長 

そのとおりで結構かと思います。 

○石渡委員 

それで、推進側といいますか、経産省（経済産業省）とか資源エネルギー庁とかが、も

【参考４】 
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しそういう、この法律を変えるということになった場合、その対応ということをあらかじ

め準備するために、今これから議論をするということなのですけれども、これは仮定の話

で恐縮なのですけれども、もし経産省がいわゆる40年ルールは変更しないでその範囲内

でやるという方針になったような場合は、この議論というのは、これは立ち消えになると

いうことなのか、あるいはもしそうであったとしても、これは何か変えるべきことがある

ということなのか、どちらなのですか。 

○山中委員長 

まず、私自身、石渡委員からありました御意見に対してのコメントをさせていただきま

すとすると、これからの検討は利用政策側のアクションに反応・対応するものであって、

利用政策側に何のアクションもなければ、すなわち運転期間に何の変更もなければ、我々

も法律を変更することはないと私は考えております。 

ほかの委員の方は、いかがでしょう。この大前提に何か御意見等はございますか。 

○田中委員 

先ほど山中委員長が言われた大前提、これは７月29日のところに書いているところで

ございますが、私としても全くそれに同感でございます。 

○山中委員長 

そのほかの委員は特にございませんか。 

石渡委員、いかがでしょう。私の答えでよろしいですか。 

○石渡委員 

はい。よく理解できました。 

○山中委員長 

原子力規制委員会としては、そのような結論に大前提としては至ったわけですが、原子

力規制庁、事務方として何かございますか。 

○片山長官 

事務局としても原子力規制委員会の見解と全く同じ見解でございます。 
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